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（4）	 本論では障害者福祉と障害児福祉を総称して「障害福祉」と表記している。この障害福祉は、障害者基本法第 2 条
第 1 号で定義される障害者への福祉政策・福祉制度・福祉システムを想定したもので、障害者総合支援法第 4 条第
1 項の「難病患者」及び第 2 項の「障害児」を包含する。
（5）	 これは1990年代のイギリスのコミュニティケア改革にも通底しているが、イギリスの改革をわが国が意識して習っ
たと考えることが妥当であろう。
（6）	 京極高宣は、障害者介護についても介護保険の対象とすることが検討されたが、議論がまとまらず、とりあえず高
齢者介護から始めたと述べている。この「まとまらない」理由に福祉やシステムの根本理念に差異があると推測さ
れる。その後財政的な理由から（2004 年障害者自立支援法成立前夜）の「障害者福祉と介護保険の統合」が浮上し
たが、結局、両システムの統合は「根本理念の差異」により再度否定されることとなる。
（7）	 支援対象となる障害者の認定は、公的な審査や判定を要件として峻厳に行われる。しかも対象となるには、サービ
ス利用時に申請するのなく、事前に対象として登録することと要件とされている。（身体障害者手帳・療育手帳制
度、児童相談所等での判定制度）
（8）	 介護保険と異なり、事前に対象者と認定されることが要件であり、利用するサービスの種類・量は自治体が決定す
ることなど行政の関与が大きく、選別的である。
（9）	 介護保険や保育所利用の契約化によって、特別養護老人ホームも保育所が社会福祉法上の規定改正がされることは
85立教大学コミュニティ福祉学部紀要第 23号（2021）
なく、施設そのものが再編されることはなかった。保育では2000年に認定こども園制度が導入されたが、これで保
育所がなくなることはなく、認定こども園は基本的には保育所から派生した施設形態といえる。基礎構造改革の主
な舞台となった障害福祉領域では、2003年施行の支援費制度が財政面から破綻した後、これを継承した障害者自立
支援法（2006 年）で、施設・サービス体系が全面的に再編され、従前とはその利用者もサービスも大きく変わるこ
ととなった。改革の後遺的影響の大きさの違いからもそれぞれの改革の性格の違いがわかる。
（10）	保育所の主管官庁は厚生労働省であったが、子ども子育て支援法では、幼児教育関係は文部科学省が主管するため、
内閣府が同法の主管庁となり、予算執行や基本通知は内閣府が所轄するなど、行政面でも従来の児童福祉の枠組か
ら保育だけが移行した。
（11）	2000 年以降も、2017 年の地域包括ケア強化法（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部改正法）
による「地域包括ケア」や 2020 年の地域共生社会推進法（地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部改正
法）による「地域共生社会」を新たな改革理念のエポックとする論者もいるが、いずれも政策の理念や目標を表示
したもので、具体的な制度・システムを構築するものではない。行政とは、理念や目標を実現するための具象的内
実について実施するものであり、改革とするのであれば実体が問われる。
（12）	2000年以降、もっとも制度やシステムの改変が大きかったのは障害福祉領域であった。支援費制度→障害者自立支
援法→障害者総合支援法と屋台骨となる基軸が推移していっただけでなく、2013年の国連障害者権利条約批准に集
約される、障害理念の発展など障害者施策・障害福祉の根幹に関わる転換が図られた。しかし、障害福祉が福祉の
枠組みを乗り越えることはなく、その意味では、改革ではなく「改新renovation」と考えることができる。
（13）	菊池馨実『社会保障再考	〈地域〉で支える』岩波新書 1796　岩波書店　2019　P56-71
			 朝比奈ミカ・菊池馨実	編『地域を変えるソーシャルワーカー』岩波ブックレット№1039　岩波書店　2021　P29-35
（14）	ヴィック・ジョージ、スチュアート・ミラー	編著　高島進	監訳『福祉と財政　いかにしてイギリスは福祉需要に
財政を調整してきたか？』都市文化社　1997	
（15）	これは報酬改定の度ごとに現場が右往左往している様や、障害福祉でのたびたびの制度改正が現場を振り回したこ
とに如実に表れている。
（16）	この背景には福祉専門職制度の影響もある。一般的には社会福祉士＝ソーシャルワーカーと認知されているが、国
家資格である社会福祉士の養成や資格試験は、ソーシャルワークから改革的視点＝social	actionをスポイルしてい
る。これは資格とは公権力による承認を前提としていることから、この公権力を否定する資格は、それ自体が自己
撞着となるからである。法を根拠とする国家資格は、法や国家を是認し、従うことを求める側面がある。
（17）	ヨハン・ガルトゥング、藤田明史	編著『ガルトゥング平和学入門』法律文化社　2003　P57
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